
 

 

 

 

令和元年度指定居宅介護支援

事業所集団指導（第２回） 
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１．指定居宅介護支援事業所に対する実地指導の概要                      
 
 事業所の運営や報酬請求の状況、高齢者の尊厳保持等に関する理解や取組みについて確認し、必要に応じた

助言や指導を行うことにより、保険給付の適正化及び介護サービスの質の確保・向上を図ることを目的に実施。 

 平成 30年度より、毎年３事業所に実地指導を行っている。 

 

（１）  実地指導の状況（事業所数）  

実地指導 事業所数 平成 30年度   令和元年度 

居宅介護支援事業所 

介護予防支援事業所 

3 

0 

2 

1 

合    計 3 3 

 

（２）  実地指導の結果（指摘事項の件数） 

実地指導 事業所数 平成 30年度   令和元年度 

指摘【あり】の事業所数 3 3 

   文書指摘 

   口頭指導 

(3) 

(0) 

(1) 

(2) 

指摘【なし】の事業所数 0 0 

合    計 3 3 

 

（３） 実地指導の結果（指摘事項の内容） 

指摘事項の内容 平成３０年度 令和元年度 

 1 人員基準 1 1 

 2 設備基準 ０ 0 

 3 運営基準 6 5 

 4 変更届出 ０ 0 

 5 報酬請求 3 3 

合    計 10 9 

 

２．実地指導の結果（平成 30年度、令和元年度主な指摘事項）       
 
（１） 人員・設備・運営 

（管理者）  

管理者が主任介護支援専門員ではない。 

→管理者は、主任介護支援専門員でなければなりません。解釈通知では、経過措置として、令和 3 年３月

31 日までは管理者として介護支援専門員の配置を可能としていますが、一方で経過措置期間の終了を待

たず、主任介護支援専門員を配置することが望ましいとしています。 



- 2 - 
 

 (管理者の責務) 

   従業員の資格(介護支援専門員等)が確認できる書類が事業所内に整備されていない。 

   →介護支援専門員その他の従業者の管理は管理者の責務とされています。従業者の介護支援専門員証の

写し並びに主任介護支援専門員研修等の修了証明書の写しは事業所で保管し、有効期間等の失効など

がないように管理する必要があります。 

 

（内容及び手続に説明及び同意） 

重要事項を記した文書に不適切な事項や漏れ、また運営規程の内容と相違がみられる。 

→従業者又は介護支援専門員の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制等が最新のものになって

いないものがありますので整合性のとれたものとしてください。 

 

公平中立なケアマネジメントの確保に関する内容及び手続きの説明並びに同意が確認できないものが散見

される。 

→平成30年4月以前から契約を結んでいる利用者についても、次回のケアプラン見直し時期など適切な時期

をとらえ、居宅サービス計画に位置づける介護サービス事業所について、複数の事業所の紹介を求めることが

可能であることや当該事業所を居宅サービス計画に位置づけた理由を求めることが可能であることを文書の

交付に加えて、利用者から同意の上、署名を得るようにしてください。 

 

（具体的取扱方針） 

居宅介護サービス計画書（第 2.3 表）とサービス利用票（第 6.7 表）のサービス内容の整合性がとれて

いない。 

→サービス利用票のサービス内容については、第２表で計画された居宅サービス計画の目標を達成するために

必要と記載されたサービス内容・種別・頻度と一致しなくてはなりません。特に福祉用具貸与を位置づける場

合にあっては、その利用の妥当性を検討し、計画に必要な理由を記載するとともに、必要に応じて随時サービ

ス担当者会議を開催し、継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合にはその理由を居宅サービス計画

に記載してください。 

 

アセスメントを実施した記録が確認できない。 

→アセスメントの実施日、方法（居宅を訪問）、利用者及び家族と面接していることがわかるようにアセスメント

シートもしくは支援経過に記録を残す必要があります。 

 

居宅サービス計画書を計画に位置づけた介護サービス事業所担当者へ配布した記録が確認できない。 

→居宅サービス計画書を担当者へ配布した記録を残してください。また、利用者が訪問看護、通所リハビリテー

ション等の医療サービスの利用を希望している場合その他必要な場合には、利用者の同意を得て主治の医

師等の意見を求めること、作成した居宅サービス計画書については、意見を求めた主治の医師等に対して交

付することが義務づけられています。 
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（掲示） 

運営規程、重要事項説明書等が掲示されていない。 

→条例上、事業所の見やすい場所への運営規程の概要、従業者の勤務の体制、利用料その他のサービスの

選択に関する重要事項（苦情処理の概要等を含む）を掲示が義務づけられています。 

  

(秘密保持) 

   退職後の秘密保持に関する誓約書を従業員から退職時にもらっている。 

   →「従業者は、正答な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族秘密を漏らしてはならない。従業者

でなくなった後においても、これらの秘密を保持するべき旨を従業者の雇用の時に取り決め、例えば違約金に

ついての定めを置くなどの措置を講ずべきこと」とされています。急な退職も想定されるため、雇用時に在職中

だけでなく退職後の秘密の保持について誓約書等を取り交わすなど必要な措置を講じてください。 

 

（苦情処理） 

苦情処理マニュアルが整備されていない、または最新のものではない。 

→利用者からの苦情（クレーム）は、サービスの質を向上させるための貴重な財産です。苦情等は、サービス提

供中に受ける場合や介護サービス事業所・施設に連絡が入る場合があります。 

苦情等には、事業所に非があるものだけではなく、誤解に基づくもの、正しいシステムが理解されていないため

に起こるものなどがあります。 

利用者及びその家族からの苦情（クレーム）に迅速かつ適切に対応するためにも、マニュアルの整備をしてく

ださい。 

 

（事故発生時の対応） 

事故処理マニュアルが整備されていない、または最新のものではない。 

→サービス提供中の事故、トラブルは、どのような場合においても、事実をすぐに管理者またはサービス提供責任

者に報告、連絡、相談することが何よりも大切です。事故やトラブルが発生した場合、事業所で二度と同じこ

とが起こらないよう、今後の「再発防止対策（事故処理マニュアル）」を立てることが大切です。 

また、事故やトラブルにはならなくても、「ヒヤリ」としたり、「ハッ」としたりしたことがあったときには、必ず事業所・

施設の責任者に報告し、ヒヤリハット研修などで原因と対策を検討し、スタッフ間で情報を共有してよう努めて

ください。 

 

（２） 介護報酬 

（特定事業所加算） 

   定期的に開催している会議の記録及び職員間の情報供給が不十分である。 

   →会議終了後は、報告書を作成するとともに参加できなかった従業者がいる場合には議事録や復命書を回覧

するなどして情報共有を図り、確認印を押すなど実施した記録を残してください。 

    

研修報告書が作成または整理されていない。 

→特定事業所加算は、専門性の高い人材を確保し、質の高いサービスを提供することを目的とした体制を確

保するための加算項目なので、通常の研修を行ったうえで、さらにこの目標を達成するための研修を行うことが

求められます。研修後は、内容についてまとめておくことが必要となります。 
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介護支援専門員の計画的な研修が行われていない。  

→介護支援専門員に対する研修は、前年度中に、年間研修計画を作ります。研修計画は、介護支援専門

員１人ごとに具体的な研修目標、研修内容、期間、実施時期を明記します。また、年度途中で算定を開

始する場合は、届出をする前までに年間の研修計画を作成する必要があります。研修後は、内容についてま

とめておくことが必要となります。 

 ※平成 30 年度より、特定事業所加算を算定する事業所は前年度末までに共同研修・事例検討会開催

計画及び個別研修計画を町に提出することとされています。 

 

他の法人が運営する居宅介護支援事業所と共同での事例検討会、研修会等の記録が整理されていな

い。 

→事例検討会、研修会等については、毎年度、少なくとも次年度が始まるまでに事例検討会などの次年度の

計画を定めておく必要があります。年度の途中で加算の届出をする場合は、その届出までに計画を定めること

になります。共同する他法人の事業所とお互いの事業所が抱えている問題・課題等のすり合わせを行い、研

修内容を設定してください。事例検討会、研修会等終了後は、開催日ごとの研修資料・研修参加者名簿など

の内容についてまとめておくことが必要です。 

 

  管理者による個別研修計画における個人目標の達成状況確認、必要に応じた改善措置が行われていな

い。 

  →研修計画は作成して終了ではありません。管理者は加算算定のため作成している研修計画の進捗状況を

確認し、適宜、年度内に目標を達成できるよう改善を図るなど措置を講じてください。 

 

  算定時における基準の遵守状況の確認を行っていることが確認できる記録が不十分である。 

  →居宅介護支援事業費の特定事業所加算を取得した事業所は、毎月、「所定の記録」を作成しなければならない

とされています。基準の遵守状況を確認した上で、加算算定していることがかわる記録並びに記載の根拠となる資

料を５年間保管してください。様式は介護報酬通知（平 12老企 36号）・第 3の 11・（4）の別添①の標準

様式を参考にしてください。 

  

 （退院・退所加算） 

病院、診療所、介護保険施設等から提供を受けた日時、情報の内容、手段などを記録し、その内容を利用

者等に交付していない。 

→退院・退所加算は、医療連携を強化する・推進するために、病院や診療所、介護保険施設等から退院又

は退所するときに情報共有を行ったことを評価するものです。 

退院の情報提供を受けた日時、情報の内容、手段などを記録し、その内容（文書の写し）を利用者等に

交付しなければなりません。 
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３．居宅介護支援経過について                          
 
（１） 第 5表居宅介護支援経過の記入時の留意事項 

平成 11年 11月 12日老企第 29号厚生省老人保健福祉局企画課長通知「介護サービス計画書の様式

及び課題分析標準項目の提示について」にて「居宅介護支援経過」の記載要領は下記の通り示されています。 

 

モニタリングを通じて把握した、利用者やその家族の意向・満足度等、目標の達成度、事業者との調整内

容、居宅サービス計画の変更の必要性等について記載する。漫然と記載するのではなく、項目毎に整理して

記載するように努める。 

 

居宅介護支援経過記録は、介護支援専門員個人的なメモではありません。公的な記録として

責任をもって記載しましょう。 

 

＜チェック項目＞ 

支援経過記録 

□ 日付、時間、曜日を記載する 

□ 目的や項目を記載する（アセスメント、サービス担当者会議、モニタリング等） 

□ 実施方法を記載する（自宅訪問、○○事業所訪問、○○へ電話、○○から電話等） 

□ 対象者を記載する（本人、長男、○○事業所担当者○○等） 

□ いつ、どこで、なにがあったか、誰が、どのように対応したか事実を記載する 

□ 事実を受けてケアマネジャーがどのように判断したか、その結果どうしたのか、どうする予定なのかを記載する 

 

＜記載例＞ 

年月日  内    容 記入者 

2020.4.1（水） 【モニタリング】  

14時～15時 利用者宅訪問  本人・妻と面談  

 自宅での生活やサービス利用状況の確認を行う。  

 本人）デイサービスは楽しい。他の利用者とのおしゃべりやレクリエーションが良い。施設  

 内を歩行器で歩くようにしているが、前よりも疲れにくくなった。週 2回がちょうど良い。  

 妻）本人も楽しんで行っている。デイサービス利用時には私も趣味に時間が使えるので  

 気分転換になっている。以前よりも、歩行器での歩行も安定してきているので、玄関の  

 段差がなくなれば介助しなくても外出できるかもしれない。  

 デイサービスにも慣れ、清潔の保持だけでなく本人の歩行に対しての意欲向上につなが  

 っているので、今後もサービス内容の継続が望ましい。玄関の段差解消については、福  

 祉用具の活用や住宅改修について本人・妻に提案したところ検討したいと希望があった  

 ため、次回訪問時に詳細を説明することとした。 ○○ 
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 <記録を残しているか再確認してみよう！次の内容が記載されていないことがあります！> 

 

●アセスメント 

□ 利用者の居宅を訪問し、利用者及び家族に面接したことが記録されていますか？ 

□ 利用者が入院中であることなど利用者の居宅を訪問し、利用者及び家族と面接できない場合は、その「物理

的理由」が記録されていますか？ 

□ ケアプラン作成前にアセスメントが行われていますか？ 

  

●居宅サービス計画（原案）の作成 

□ 利用者やその家族に対して、ケアプランに位置付ける居宅サービス事業所について複数紹介していますか？紹

介したことを記録していますか？  

□ 利用者がケアプランに位置付けた介護サービス事業所を選択した理由を記録していますか？ 

□ 医療系サービス（訪問看護、通所リハビリテーション）を利用する場合、主治の医師等の意見を求めた記録

を残していますか？ 

   

●計画の同意と計画書の交付 

□ 居宅サービス計画の原案の内容について、利用者またはその家族に説明し、文書により利用者の同意を得た

上で、居宅サービス計画を利用者及び担当者に交付した記録を残していますか？ 

□ 医療系サービス（訪問看護、通所リハビリテーション）を利用について意見を求めた主治の医師等に居宅サ

ービス計画書を配布した記録を残していますか？ 

□ 各居宅サービス事業所から個別サービス計画の提出を求めていますか？受領した記録を残していますか？ 

  

●モニタリング 

□ 少なくとも毎月 1回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接してモニタリングを行い、結果を記録しています

か？行えない場合は「特段の事情」を記録していますか？ 

□ 利用者、家族の意向や満足度、目標の達成度、計画変更の有無などが記録されていますか？ 

□ 介護サービス事業者等との連絡調整の記録を残していますか？ 

□ 訪問看護事業所等から伝達された利用者の口腔に関する問題や服薬状況の記録を残していますか？ 

□ 主治の医師や歯科医師、薬剤師に情報提供が必要と判断し、行った場合に記録を残していますか？ 

 

 


